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１．総論
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インターネット利用の普及状況

出所：総務省「通信利用動向調査」

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 （年末） H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

利用者数（万人） 1,155 1,694 2,706 4,708 5,593 6,942 7,730 7,948 8,529 8,754 8,811 世帯 6.4 11.0 19.1 34.0 60.5 81.4 88.1 86.8 87.0

人口普及率（％） 9.2 13.4 21.4 37.1 44.0 54.5 60.6 62.3 66.8 68.5 69.0 企業（300人以上） 68.2 80.0 88.6 95.8 97.6 98.4 98.2 98.3 99.1

事業所（５人以上） 12.3 19.2 31.8 44.8 68.0 79.1 82.6 81.8 85.7

インターネット利用者数及び人口普及率の推移 インターネット普及率の推移
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インターネットによる商取引の規模

出所：経済産業省、次世代電子商取引推進協議会、（株）NTTデータ経営研究所「平成16年度電子商取引に関する実態・市場規模調査」、

経済産業省他「平成17年度電子商取引に関する市場調査」、経済産業省「平成18年度電子商取引に関する市場調査」

年 98 99 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 年 98 99 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

B to B 電子商取引市
場規模（兆円）

9 12 22 34 46 77 103 140 148
B to C 電子商取引市
場規模（億円）

625 1,620 4,640 8,110 14,980 29,090 39,380 34,560 43,910

電子商取引化率（％） 1.5 - 3.8 5 7.1 11.2 14.7 12.9 12.6 電子商取引化率（％） 0.03 0.10 0.30 0.60 1.00 1.60 2.10 1.60 2.03

（注）99年はB to B 電子商取引化率未発表
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（注）１．99年の電子商取引化率は未公表のため、便宜上98年と2000年の平均値とした。
　　　２．インターネット技術ベースの狭義の計数（VAN、専用線等従来型EDIを含まない）。
　　　３．電子商取引化率の計算上、電子商取引化率の推計が行われていない小売業及びその他サービス業
　　　　　（宿泊・旅行業、飲食業、娯楽業）は含まれていない。
　　　４．平成16年度調査では、取引品目に着目した市場規模を算出するため、例えば、卸売業者への販売から
　　　　　小売業者への販売に至る流通過程では、小売業者への販売に至る流通過程では、小売業者への販売
　　　　　額のみを計上し、卸売業者への販売は計算に含まないこととしていたが、17年度調査では、回答数を
　　　　　十分に確保し、日米比較を全業種において実施する観点から、流通過程を含む全ての取引を算出・推計
　　　　　している。したがって、17年度調査によるB to B電子商取引市場規模は、16年度の調査方法によるもの
　　　　　より大きくなる。
　　　５．平成18年度調査は、前年同様の調査方法（アンケート方法等の調査手法、ECの定義、調査対象等）
　　　　　により実施していることから、概ね前年度調査を継続したものとなっている。

※05年より調査方法を変更
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（注）１．市場規模は、不動産や自動車等の取引成立前段階の見積金額を含まない。
　　　２．電子商取引化率の計算上、電子商取引化率の推計が行われていない小売業及びその他サービス業
　　　　　（宿泊・旅行業、飲食業、娯楽業）は含まれていない。
　　　３．平成17年度調査では、調査対象の範囲を明確化し、16年度調査まで積算対象としてきた、取引成立前段階の
　　　　　見積もり金額に基づくもの（不動産や自動車等）は対象としていない。
　　　４．平成18年度調査は、前年同様の調査方法（アンケート方法等の調査手法、ECの定義、調査対象等）により
　　　　　実施していることから、概ね前年度調査を継続したものとなっている。

※05年より調査方法を変更
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インターネットバンキングの普及状況の推移 モバイルバンキングの普及状況の推移

（注）平成16年３月調査から、サービスの実施状況について、サービス内容が残高照会や資金移動のみの先は含まず、

定期預金（預入、解約等）や各種届出受付などを行っている先について集計しているため、前年までの数値との連続性を欠く。

出所：金融情報システムセンター「金融機関業務のシステム化に関するアンケート調査結果」平成18年３月調査、

日本総合研究所調査部金融ビジネス調査グループ「図解電子ビジネス最前線」

インターネットバンキング等の普及状況

※16年より調査方法を変更
※16年より調査方法を変更
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（注）ジャパンネット銀行、ソニー銀行、セブン銀行（口座数は個人口座のみ）、イーバンク銀行、住信SBIネット銀行（平成19年９月設立、口座数不開示）の合計。

出所：各社公表資料より金融庁作成
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0.6%その他

4.7%郵便振替

0.3%わからない

0.1%Edyなどの電子マネー

0.1%プロバイダー等の会員制決済

0.8%銀行引き落とし

3.3%インターネット専業銀行の引き落とし

9.7%銀行振込

10.7%コンビニ決済

17.8%商品と引き換え（代引き）

51.9%クレジットカード

オンラインショッピングサイトで最もよく利用する決済手段

出所：（財）インターネット協会「インターネット白書2007」
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決済に関する新しいサービスの具体例

出所：各社ホームページより金融庁作成

資金移動サービス

サービスの類型 送金サービス 代金引換サービス
エスクロー・
サービス

Ｅｄｙ
（ビットワレット）

WebMoney
（ウェブマネー）

国内事業者無し
公共料金等収納代行

（セブン-イレブン
・ジャパン）

ケータイ払いサービス
（ＮＴＴドコモ）

宅急便コレクト
（ヤマトフィナンシャル）

オークション宅急便
（ヤマト運輸）

JALマイレージバンク
（日本航空）

Ｓｕｉｃａ
（ＪＲ東日本）

ＢｉｔＣａｓｈ
（ビットキャッシュ）

海外では、ウエスタンユ
ニオン等の事業者が存

在

収納代行
（ロ－ソン）

Yahoo!ウォレット
（ヤフー）

e-コレクト
（佐川フィナンシャル）

受け取り後決済サービス
（ヤフー＋ジャパンネット

銀行）

Yahoo!ポイント
（ヤフー）

PASMO
（パスモ）

Cチェック
（デジタルチェック）

代行収納
（ファミリーマート）

CATS集金代行サービ
ス、CVS料金収納代行

サービス
（SMBCファイナンス

サービス）

ペリカン集金サービス
（日通商事）

楽天あんしん取引
（楽天）

ドコモポイントサービス
（ＮＴＴドコモ）

nanaco
（アイワイカードサービ

ス）

ちょコム
（NTTコミュニケーション

ズ）

収納代行
（サークルＫサンクス）

オートネットサービス、
コンビニ収納代行

サービス
（アプラス）

モバペイ
（ペイジェント）

ビックポイントカード
（ビックカメラ）

ＷＡＯＮ
（イオン）

プレイステーションネット
ワークカード/チケット

（ソニーコンピュータエン
タテインメント）

収納代行
（ミニストップ）

コンビニ集金代行、
集金代行

（オリエントコーポレーショ
ン）

Ｇポイント
（ジー・プラン）

QUOカード
（クオカード）

タカシマヤギフトカード
（高島屋）

公共料金・各種サービス
（デイリーヤマザキ）

コンビニ収納代行
サービス、

口座振替サービス
（電算システム）

ティーポイント
（Ｔカード&マーケティン

グ）

ビール共通券
（全国酒販協同組合連合

会）

スターバックスカード
（スターバックスコーヒー

ジャパン）

収納代行（代行収納）
（am/pm）

コンビニ決済、口座引落
（イーコンテクスト）

グリーンスタンプ
（グリーンスタンプ）

収納代行サービス

収納代行サービス等

サービス名称
等

（企業名）

前払式証票規制法
対象サービス

前払式支払手段

前払式証票規制法
対象外サービス

その他

ポイント・サービス



8

決済手段別の規模の比較

（注１）クレジットカード取扱高は販売信用業務分のみ。

（注２）コンビニエンスストア収納代行取扱高は、セブンイレブン、ローソン、ファミリーマート、サークルKサンクスの合計。ただし、2002年度についてはファミリーマート及びサー
クルKサンクス、2003年度から2004年度についてはファミリーマートを含まない（計数未公表のため）。

(注３）代金引換取扱金額は、計数が公表されているヤマトフィナンシャルと佐川フィナンシャルの合計

(注４）ポイント発行額は、野村総合研究所の推計

出所：日本銀行、内閣府経済社会総合研究所、経済産業省「特定サービス産業動態統計調査」、前払式証票発行協会、コンビニエンスストア各社公表資料、

ヤマトフィナンシャル「代金引換サービスについて」（第４回決済に関するＷＧ提出資料）、経済産業省「電子流通研究会中間とりまとめ」、

野村総合研究所ニュースリリース（2008年３月13日）

民間消費支出との比較（パーセンテージ）

クレジットカード
取扱高

対民間最終消費支出

前払式証票発行額
対民間最終消費支出

コンビニエンスストア
収納代行取扱高

対民間最終消費支出

代金引換取扱金額
対民間最終消費支出

ポイント発行額
対民間最終消費支出0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

2003 2004 2005 2006 2007 (年度）

（単位：億円）

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度

クレジットカード取扱高 194,875 214,114 243,456 272,250 285,449

前払式証票発行額 93,566 91,611 109,637 124,118 134,754

コンビニエンスストア
収納代行取扱高 29,506 34,360 48,828 56,267 63,218

代金引換取扱金額 - - - - 22,274

ポイント発行額 - - - 6,654 6,875

民間最終消費支出 2,825,632 2,841,726 2,875,307 2,914,857 2,947,314
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新しい決済サービスに関する事業者の状況

出所：各社ホームページ、事業者ヒアリング、文献調査により金融庁作成

設立10年未満
25%

設立10年
以上
74%

不明
1%

50

79

41

57

90

0

20

40

60

80

100

1988年 1993年 1998年 2003年 2008年

（
社

）

（注）設立年が不明な事業者を除いた比較
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　　なお、サーバ型前払式支払手段と収納代行サービス等を同時に
　　提供する事業者が存在するため、下記の単純合計とはならない

不明
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未満
49%
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5億円
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50%

サーバ型前払式支払手段の事業者の資本金規模

収納代行サービス等の事業者の資本金規模

新しい決済サービスの事業者の資本金規模

サーバ型前払式支払手段の事業者の業歴

収納代行サービス等の事業者の業歴

新しい決済サービスの事業者の業歴 新しい決済サービスの事業者数の推移

収納代行サービス等の事業者数の推移

サーバ型前払式支払手段の事業者数の推移

○サーバ型前払式支払手段

○収納代行サービス等

○新しい決済サービス（サーバ型前払式支払手段＋収納代行サービス等）

設立10年
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設立10年
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32%
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40%
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10出所：新聞報道等

新しい決済サービスに関する主な不祥事件の報道等



11出所：新聞報道等



12出所：新聞報道等



13出所：新聞報道等



14出所：新聞報道等
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金融関係事犯の法令別検挙状況（平成14～18年）

出所：警察庁「平成19年度警察白書」、「来日外国人犯罪の検挙状況（平成１９年）」

○「犯罪インフラ」について（警察庁「来日外国人犯罪の検挙状況（平成１９年）」より抜粋）

（略） このように外国人の不法入国や不法滞在の定着を助長したり、来日外国人が犯罪を繰り返し行うことを助長する基
盤を総称していわゆる「犯罪インフラ」と呼んでいる。

一般に、犯罪インフラとして挙げられる事案として、地下銀行、偽装結婚、旅券・外国人登録証明書等各種証明書等の
偽造及び不法就労助長事案等が挙げられる（略）。

犯罪インフラは、既に日本国内に根を下ろし、不法滞在者を始め、来日外国人犯罪組織の非公然・非合法活動を幅広く
サポートしており、極めて憂慮すべき状況にある。

出資法 236 269 769 753 555 657 404 435 369 411

貸金業規制法 253 135 521 284 431 302 318 225 306 264

その他 9 14 13 39 12 18 21 24 22 35

（注）：「その他」は銀行法等。

17年 18年

1303

件数

15年 16年

人員 件数 人員 件数 人員 件数 人員

1076 998 977 743 684 697 710　総数

                 　　年次
　法令別

件数 人員

14年

498 418
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最近の地下銀行の摘発事例

出所：警察庁「来日外国人犯罪の検挙状況」

＜平成16年＞

［事例］ タイ人組織による地下銀行事件（６月・長野）

［事例］ ベトナム航空クルーらによる銀行法違反等事件（９月・山口、大阪）

［事例］ インドネシア人等による地下銀行事件（10月・静岡）

［事例］ 中国人グループによる銀行法違反事件（11月・警視庁、北海道）

［事例］ タイ人等による組織的な銀行法違反（無免許営業）事件（11月・宮城、群馬）

・長野県在住のタイ人がタイ向けの地下銀行を営んでいるとの情報に基づき内偵捜査し、６月までにタイ人男女３人を銀行法（無免許
営業）違反で逮捕した。これまでの捜査で平成15年２月ころから翌年５月ころまでの間に、約５億7,000万円を海外送金していた。

・他事件の捜査で、大阪府八尾市所在のベトナム物産店で地下銀行を営んでいる情報を入手し、９月24日までにベトナム人と日本人妻
の２人を銀行法（無免許営業）違反で検挙した。ベトナムへの資金補填にベトナム航空客室乗務員を利用し、平成12年８月から平成15
年３月までに約１億5,000万円を海外送金していた。

・10月14日までに、浜松市内所在の東南アジア系食材店を隠れ蓑に、平成14年７月ころからインドネシアに不正送金を行っていたイン
ドネシア人６人及び日本人１人を銀行法（無免許営業）違反で逮捕した。被疑者は、全国29都府県に居住する多数の者から依頼を受
け、反復継続して延べ２万件余、総額約30億円を海外送金していた。

・偽造外国人登録証明書を使って郵便貯金口座を開設しようとして、偽造有印公文書行使等で逮捕した中国人女性が多数の預貯金通帳
やキャッシュカードを所持していたことから追及したところ、中国向けの地下銀行を無許可で営んでいたことが判明、11月、同女性を
銀行法（無免許営業）違反で再逮捕した。これまでの捜査で被疑者は美容室を営む傍ら、平成14年１月から約２年９か月の間に不法滞
在の中国人ら約1,000人から送金依頼を受け、約15億円を中国に送金していたことが判明している。

・スナックにおける売春事犯摘発で不法残留被疑者として逮捕したタイ人ホステスなどの供述から、群馬県高崎市内のタイ食料品販売
店を拠点とするタイ向けの地下銀行情報を入手し、内偵捜査後の11月24日にタイ人など被疑者４人を銀行法（無免許営業）違反で逮捕
した。これまでの捜査で被疑者らは、平成13年から３年間で約60億円を海外送金していた。
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出所：警察庁「来日外国人犯罪の検挙状況」

＜平成17年＞

［事例１］ 対中貿易を仮装した銀行法違反事件（１月・警視庁）

［事例２］ 中国人等グループによる銀行法違反事件（３月・奈良）

［事例３］ インドネシア人による銀行法違反事件（６月・大阪）

［事例４］ 帰化女性による銀行法違反事件（７月・大阪）

［事例５］ 韓国人による銀行法違反事件（７月・大阪）

・中国物産関係の名称で地下銀行を開設し、平成13年５月から中国に不正送金を行っていた中国人２人及び日本人１人を銀行法（無免
許営業）違反で逮捕した。被疑者らは、不法滞在の中国人ら約2,000人から送金依頼を受け、約50億円を中国に送金していた。

・窃盗事件の捜査を端緒に、中国人女性等による地下銀行事件が発覚し、４月までに同女を含む中国人９人、日本人４人を銀行法（無
免許営業）違反等で逮捕した。被疑者らは、関東や関西を中心に、全国各地の客から国外送金の依頼を受け、約５億5,000万円を送金し
ていた。

・６月４日までに、不法滞在者等からの依頼を受けて、インドネシア向けの不正送金を請け負っていたインドネシア人男女３人を銀行
法（無免許営業）違反で逮捕した。被疑者らは、平成15年11月から平成17年５月までの間に、全国13都府県に居住する多数の者から依
頼を受け、総額約６億円を海外送金していた。

・偽造カード使用詐欺事件の捜査を端緒に、中国人女性による地下銀行事件が発覚し、７月までに同女や口座名義人、送金依頼人を銀
行法（無免許営業）違反等で逮捕した。被疑者は、別の事件で逮捕した中国人を始め、多数の中国人から依頼を受け、平成15年５月か
ら、約５億2,000万円を送金していた。

・７月12日、不法滞在者等からの依頼を受けて、韓国向けの不正送金を請け負っていた韓国人男女２人を銀行法（無免許営業）違反で
逮捕した。被疑者らは、平成16年１月から平成17年３月までの間に、全国21箇所に集金代理店を置いて、多数の者から依頼を受け、総
額約498億円を海外送金していた。
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出所：警察庁「来日外国人犯罪の検挙状況」

＜平成18年＞

［事例１］ ブラジル人グループによる銀行法違反事件（１月・富山）

［事例２］ 中国人による全国規模の銀行法違反事件（１月・愛知）

［事例３］ 中国人による銀行法違反事件（１月・大阪）

［事例４］ 韓国人による銀行法違反事件（６月・警視庁）

［事例５］ インドネシア人による銀行法違反事件（６月・栃木）

［事例６］ バングラデシュ人による地下銀行事件（７月・千葉）

［事例７］ スリランカ人による地下銀行事件(10月・岐阜）

・１月16日、旅行会社を隠れ蓑に、不法滞在者等からの依頼を受けて、ブラジル向けの不正送金を請け負っていたブラジル人男女４人
を銀行法違反（無免許営業）で逮捕した。被疑者らは、平成５年１月から平成18年１月までの間に、全国33都道県に居住する多数の者
から依頼を受け、総額約80億円を海外へ不正に送金していた。

・１月までに、不法滞在等の中国人から依頼を受け、中国に不正送金していた中国人２人を銀行法違反（無免許営業）で逮捕した。被
疑者らは、平成14年９月以降、全国34都道府県の不法滞在等の中国人約1,200人から依頼を受けて、被疑者らが役員を務める会社名義等
の約40口座を使い、総額約34億円を中国へ不正に送金していた。

・１月25日までに、不法滞在者等からの依頼を受けて、中国向けの不正送金を請け負っていた中国人２人を銀行法違反（無免許営業）
で逮捕した。被疑者らは、平成15年12月から平成17年12月までの２年間に、不法滞在者を含む多数の中国人から依頼を受け、総額約75
億円を中国へ不正に送金していた。

・６月19日、韓国物産店を隠れ蓑に、在日韓国人等からの依頼を受けて、韓国向けの不正送金を請け負っていた韓国人１人を銀行法違
反（無免許営業）で逮捕した。被疑者は、昨年以降、約1,400件の依頼を受け、総額約１億2,000万円を海外へ不正に送金していた。

・６月21日までに、不法滞在者等からの依頼を受けて、インドネシア向けの不正送金を請け負っていたインドネシア人２人を銀行法違
反（無免許営業）で逮捕した。本件は宇都宮市の風俗店をめぐる人身売買事件の突き上げ捜査の結果判明したもので、被疑者らは平成
13年ころから平成18年６月にかけて、全国から約３万件の依頼を受け、総額約30億円をインドネシアへ不正に送金していた。

・７月30日までに、不法滞在者等からの依頼を受けて、バングラデシュ向けの不正送金を請け負っていたバングラデシュ人２人を銀行
法違反（無免許営業）で逮捕した。被疑者らは、約５年間で延べ約1,500人から依頼を受け、総額約23億円を不正に送金していた。

・10月18日、不法滞在者からの依頼を受けて、スリランカ向けの不正送金を請け負っていたスリランカ人ら２人を銀行法違反（無免許
営業）で逮捕した。被疑者らは、平成17年６月ころから平成18年９月にかけて、総額24億円をスリランカへ不正に送金していた。



19

出所：警察庁「来日外国人犯罪の検挙状況」

＜平成19年＞

［事例１］ 韓国人組織による銀行法違反事件（４月・警視庁）

［事例２］ フィリピン人らによる銀行法違反事件（６月・神奈川）

［事例３］ ネパール人による銀行法違反事件（６月・栃木）

［事例４］ 中国人による組織的な銀行法違反事件（７月・愛知）

［事例５］ 韓国人らによる店舗型の銀行法違反事件（８月・埼玉）

［事例６］ インドネシア人研修生による組織的銀行法違反事件（８月・長野）

［事例７］ タイ人らによる人身売買事件に絡む銀行法違反事件（11月・長野）

［事例８］ ミャンマー人雑貨商らによる銀行法違反事件（11月・警視庁）

・11月26日、不法滞在者等のミャンマー人からの依頼を受け、ミャンマーに不正送金していたミャンマー人会社経営者ら５人を銀行法
違反（無免許営業）で逮捕した。被疑者らは、平成15年から平成19年までの間に、総額約15億円をミャンマーへ不正に送金していた。

・７月までに、公文書偽造や入管法違反で逮捕した中国人７人の依頼により中国へ不正送金していた中国人１人を銀行法違反（無許可
営業）で逮捕した。被疑者は、平成１５年９月頃から複数の口座を使い、総額約15億円を不正に送金していた。

・８月６日、不法滞在者等の韓国人から依頼を受け、韓国に不正送金していた食材販売店経営者と従業員の韓国人５人を銀行法違反
（無免許営業）で逮捕した。被疑者らは平成12年１月から平成19年８月までの間に、総額約12億円を韓国へ不正に送金していた。

・９月25日、不法滞在者等のインドネシア人から依頼を受け、不正送金していたインドネシア人研修生を銀行法違反（無免許営業）で
逮捕した。被疑者は平成18年１月から平成19年７月までの間に、不法滞在者等97人から依頼を受け、総額約１億7,000万円をインドネシ
アへ不正に送金していた。

・タイ人女性の人身売買（売渡し）で逮捕したスナック経営者のタイ人女性が、売買代金の一部の現金をタイ雑貨店を通じてタイのブ
ローカーに不正送金していた事件で、タイ人専門学校生ら２人を銀行法違反（無免許営業）で逮捕した。

・３月までに、韓国人から依頼を受け、韓国に不正送金していた韓国人３人を逮捕した。被疑者らは、平成15年９月から平成19年２月
までの間に、総額約10億円を韓国へ不正に送金していた。

・６月までに、不法滞在者等のフィリピン人から依頼を受け、フィリピンに不正送金していたディスコ経営者と窓口役のフィリピン人
２人を逮捕した。被疑者らは、平成12年５月からの約７年間にわたり総額約９億8,500万円をフィリピンへ不正に送金していた。

・７月13日までに、不法滞在者等からの依頼を受けてネパール向けの不正送金を請け負っていたネパール人１人を銀行法違反（無許可
営業）で逮捕した。本件は、大手時計メーカーの商取引を利用した送金システムにより、30都道府県から700回の依頼を受け、約２億円
をネパールへ不正に送金していた。
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商取引を利用した地下銀行の例

地下銀行犯行グループ

金属輸入業者
（中国）

金属輸出業者
（日本）

債権債務関係

日本側組織

くず鉄輸出

中国側組織

Ａ相当額の支払

送金受取人
（中国）

送金依頼人
（日本）

Ａ相当額の引渡し 送金（Ａ）

Ａ相当額の支払

出所：2008年１月29日付産経新聞朝刊記事に基づき金融庁作成
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商取引を利用した地下銀行の例

地下銀行 好調鉄くず輸出悪用 中国に２４億不正送金 ９４企業関与

「中国人グループが日本から中国に違法に送金する「地下銀行」を全国規模で営んでいた事件で、警視庁と宮城、神奈川、宮崎各県警の合同捜査本部は
２８日、銀行法違反の疑いで７都府県の金属加工貿易会社など７社を家宅捜索した。グループは北京五輪を控え、需要が多く取引の活発な鉄くずの輸出を
悪用して送金を繰り返していた。７社を含め国内９４の企業が関与しており、これほど多数の企業が関与していたのは異例で、合同捜査本部はグループの
全容解明を進める。

■蛇頭メンバー
合同捜査本部はこれまでに銀行法違反（無許可営業）などの疑いで、犯行グループの中国人ら１５人を逮捕した。この中には銀行口座を提供していた日本人

の男３人も含まれる。
調べでは、このなかには、銀行口座を提供していた日本人の男３人も含まれる。犯行グループは平成１４年７月から昨年９月までの間、国内滞在の中国人の

送金依頼を受け、銀行業の許可がないのに中国の指定先に不正送金した疑い。利用者は延べ４１８０人で送金額は約２４億円にのぼる。
グループが営んでいた地下銀行は、国内では「神奈川」「千葉」の２つの組織があり、「神奈川グループ」の首謀者で横浜市に住む中国籍の男（３５）＝銀行法

違反の罪で懲役４年＝は逮捕された。一方の「千葉グループ」の主犯格の男（３１）は、昨年１１月に神戸港から中国へ逃亡している。
逮捕者の供述から、２グループを統括していたのは、中国・福建省在住の３０代の「老板（ラオパン）」と呼ばれる男であることが判明。男は密航あっせん組織

「蛇頭」のメンバーで、昨年２月まで日本に住んでいたという。

■五輪控え高騰
過去に摘発された地下銀行では、客から預かった現金を犯行グループが現地に運び、送金指定先に手渡すのが一般的だった。だが、今回摘発された中国人

グループの不正送金は、日中間の鉄くず取引を悪用して送金していたのが特徴だ。流れはこうだ。
まず、日本国内の依頼人からグループが預かった現金は、「鉄くず代金の一部」として、日本の金属輸出業者に振り込まれる。この業者から鉄くずを購入した

中国側企業は、代金の一部しか日本企業に支払わず、残金を犯行グループの中国側の組織に渡す。中国側組織は残金を“プール金”としてため、中国の受取

人に手渡していた。
北京五輪を控え、中国では鉄くずが高騰しており、「日本からの輸出が急増していることに目をつけ、不正送金を紛れ込ませていた」（警視庁幹部）。鉄の輸出

回数が増えれば、それだけ不正送金も頻繁に行えるメリットがあったとされる。

■日本人社長も
送金に関与していた国内の金属輸出業者は、東京都や宮城県など日本全国の９４社。大半は中国人がオーナーだが、日本人や韓国人が社長を務めている

会社もある。
これまでも通常の商取引を利用し海外へ不正送金するケースはあったが、「１００近い国内企業が関与していたのは異例」（捜査幹部）。捜索を受けたのは、

特にグループからの入金額が多かった７社で、最大で総額約１６億円の入金を受けていた。
合同捜査本部は７社が不正送金に取引が悪用されていることを把握していたとみて会社関係者らから事情を聴くとともに、押収した資料を分析し、ほかの

企業についても不正送金への関与の度合いを調べる。」

出所：2008年１月29日付産経新聞朝刊
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根拠法令 銀行法 ニューヨーク州送金業者法 
EU 決済サービス指令 
※加盟国は、2009 年 11 月 1 日までに国内法施行
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監督規制 

・免許（銀行） 

※ 送金は、銀行業（為替取引）に

あたり、銀行しか行えない。 

 

 

 

 

 

 

 

・免許 (送金業者） 

※ 銀行は、送金業者法の規制を受け

ず、送金ができる。 

・営業保証金（50 万ドル以上） 

・運用規制（未済・未使用残高以上の流動

性資産保有） 

・他業禁止規制なし 

 

 
送金とは、送金のための資金の受入、その
送金、Check（小切手、手形、トラベラーズ
チェック、マネーオーダーその他の送金又
は支払いのための手段）の売買。Bill 
payment services も含まれる。 

・免許 （決済機関） 

※ 信用機関は、決済機関の免許を取得すること 

 なく決済サービスを提供できる。 

・当初資本（2 万～12．5 万ユーロ以上） 

・自己資金の維持（算定方法は加盟国の判断） 

・顧客資産保全義務（兼業の場合のみ） 

・他業禁止規制なし 

 【加盟国の判断により小額取引業者を登録制と

することが可能。】 

 
決済サービスとは、口座への入金・出金、取引 
執行（自動引落等）、支払手段の発行、送金、携 
帯電話等による決済取引の執行。Bill payment 
services も含まれる。 

※ 現在規制はないが、決済サービス指令の

国内法制化の準備が行われており、決済機

関を金融サービス市場法の下で規制予定。 
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あり なし なし － 

根拠法令 前払式証票の規制等に関する法律 ニューヨーク州送金業者法 EU 電子マネー指令 金融サービス市場法 

監督規制 

・第三者型（登録）、自家型（届出） 

※ 銀行であってもプリカ法上の登

録等が必要。 

・資本規制（1 億円以上等（第三者

型のみ）） 

・供託義務（未使用残高の 1/2 以上

（未使用残高 1000 万円超の場合））

・他業禁止規制なし 

 

 

※ 送金の一つとして取扱われ、送金と同

じ規制を受けるが、第三者型・電子媒体

のみ規制対象。 

※ 第三者型ストアードバリューは、通常、

銀行口座において資金がプールされる。

・免許（電子マネー機関） 

※ 信用機関は、電子マネー機関の免許を取得  

することなく電子マネーを発行できる。 

・当初資本（100 万ユーロ以上） 

・自己資金の維持（未使用残高の 2％以上） 

・運用規制（未使用残高以上の流動性資産の保

有） 

・他業禁止 

・第三者型・電子媒体のみ規制対象 

 【加盟国の判断により小額電子マネー発行者等

を適用除外とすることが可能。】 

・免許（電子マネー機関） 

※ 銀行でも、電子マネー発行の免許が必要。 

 

・当初資本（100 万ユーロ以上） 

・自己資金の維持（未使用残高の 2％以上） 

・運用規制（未使用残高以上の流動性資産の

保有） 

・他業禁止 

・第三者型・電子媒体のみ規制対象 

 【小額電子マネー発行者等を適用除外】 

上 限 等 
利用上限なし 
 

利用上限なし 
換金自由 

利用上限なし 
換金義務 

利用上限なし（注） 
換金義務 

マ ネ ロ ン なし 規制対象（銀行秘密法・愛国者法） 規制対象（マネーローンダリング防止指令） 規制対象（マネーローンダリング規則） 

資
金
前
払
サ
ー
ビ
ス
（
プ
リ
ペ
イ
ド
） 

セーフティ 
ネ ッ ト 

なし なし なし なし 

※ 代引き・エスクロ（資金移動サービス）、ポイントは、米国、EU、英国において、監督・マネロン規制の対象外。 
注） 英国においては、無権限者取引に対する消費者保護の対応等を行っていない電子マネーについては、蓄積額について 1000 ポンドの上限がある。 

各国におけるリテール決済サービスに対する規制  

22 
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２．前払式支払手段



24

前払式証票規制法の概要

○ 前払式証票の規制等に関する法律（前払式証票規制法）は、「発行等の業務の適正な運営を確保することにより、前払式証票の
購入者等の利益を保護するとともに、前払式証票に係る信用の維持に資すること」を目的として、平成元年に制定。

○ 「前払式証票」の定義（本法による適用範囲）

①対価を得て発行される、

②金額、物品・役務の数量等が記載（記録）された証票等であり、

③提示、交付その他の方法により、代価の弁済や物品の給付請求等に使用できるもの

（注）ただし、入場券や乗車券、発行日から６ヶ月以内限りに使用できるもの、国・地方公共団体が発行するもの等は除外。

○ 主な規制

（１）登録・届出制

・第三者型発行者については事前登録（財産的基礎等を満たすことが必要）。

・自家型発行者については、基準日（３、９月末）未使用残高が７００万円を超えた場合に届出。

（２）発行保証金の供託等

・前受金保全措置として、基準日未使用残高が1,000万円を超えた場合、基準日未使用残高の２分の１以上の発行保証金を供託す
ることを義務付け（金融機関等との保全契約によることも可）。

⇒ 発行者の倒産等により前払式証票が使用不可となった場合は、前払式証票の所有者に発行保証金を還付。

（３）その他

・発行者に対し、発行する前払式証票に発行者の氏名、住所、証票金額等、有効期限等を表示することを義務付け。

・帳簿作成・保存義務、報告書提出義務や、第三者型発行者に対する立入検査・業務改善命令等を規定。

○前払式証票の発行者は、前払式証票の購入者等の利益保護等を目的として、前払式証票発行協会を設立することができる旨規定。
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○前払式証票の規制等に関する法律(平成元年法律第九十二号）（抄）

（定義）

第二条 この法律において「前払式証票」とは、次に掲げる証票その他の物（乗車券、入場券その他の政令で定める

もの及びその発行の日から政令で定める一定の期間内に限り使用できるものを除く。）をいう。

一 証票その他の物（以下この項において「証票等」という。）に記載され又は電磁的方法（電子的方法、磁気的方

法その他の人の知覚によって認識することができない方法をいう。以下この項において同じ。）により記録されて

いる金額（金額を度その他の単位により換算して表示していると認められる場合の当該単位数を含む。以下この号

及び第三項において同じ。）に応ずる対価を得て発行される証票等（電磁的方法により証票等に記録される金額に

応ずる対価を得て当該金額の記録の加算が行われるものを含む。）であって、当該証票等の発行者又は当該発行者

が指定する者（次号において「発行者等」という。）から物品を購入し、若しくは借り受け、又は役務の提供を受

ける場合に、これらの代価の弁済のために提示、交付その他の方法により使用することができるもの

二 証票等に記載され又は電磁的方法により記録されている物品又は役務の数量に応ずる対価を得て発行される証票

等（電磁的方法により証票等に記録される物品又は役務の数量に応ずる対価を得て当該数量の記録の加算が行われ

るものを含む。）であって、発行者等に対して、提示、交付その他の方法により、当該物品の給付又は当該役務の

提供を請求することができるもの

前払式証票の定義
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前払式証票規制法の対象について

出所：金融庁作成

法第２条第１項第１号 法第２条第１項第２号 ・乗車券、乗船券、航空券 令第１条第１号

　金額が記載又は電磁的に記録されている 　物品・役務の数量が記載又は電磁的に ・施設又は場所に係る入場券 令第１条第２号

証票（度に換算する場合を含む） 記録されている証票 （併せて発行される施設利用券）

（例）映画、演劇、園芸、音楽、スポーツ、

　見せ物などの入場券、競馬場、競輪場、競艇場

商品券・ギフト券 ビール券 　美術館、遊園地、動物園、博覧会の場所

図書券 酒券

テレフォンカード 米券 ・特定の施設・場所の利用に際し発行され、 令第１条第３号

Ｅｄｙ アイスクリーム券 　利用者が通常使用することとされているもの（食券等）

Suica、ICOCA、PASMO カタログギフト
期
間

nanaco、WAON

・国が発行する証票　　　　　　法第３条第１号（国又は地方公共団体が発行するもの）

・オッズカード（JRA）　　 　　法第３条第２号・令第４条第２号

（国又は地方公共団体の100％出資法人が発行するもので政令に定めるもの）　　

・従業員向け証票　　　　　　　法第３条第３号（自家型）・令第５条第１号（第三者型）

・健保組合員等向け証票　　　　令第５条第２号（従業員向け証票に類するもの）

・学生・学校職員向け証票　　　令第５条第３号（従業員向け証票に類するもの）

・友の会買い物券　　　　　　　法第３条第４号（他の法律で保全があるもの）

・商人間で使用される証票　　　法第３条第５号

法定除外のもの（参考例）

前　　　　払　　　　式　　　　証　　　　票

法律上の前払式証票（参考例）

法律の適用除外のもの（参考例）

・６か月以内の期限のある証票 令第２条

指
定
場
所
等

※ただし、上記のうち金額換算で千円以下の証票について
は、当分の間、供託義務等は適用されない（法附則第７条
第３項、令第５条）。
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前払式証票規制法の対象とならない前払式支払手段

出所：金融庁作成

Ａ Ｄ

○○商品券 ○○カード センターサーバ

　ＸＸ円（金額データ）

Ｂ Ｅ

○○カード センターサーバ

Ｃ

○○カード センターサーバ

ＩＤが記載されたｶｰﾄﾞ等

※ｶｰﾄﾞ等がない場合もあり

（端末）

金額データ

ＩＤ＋金額データ
（端末）

ＩＤ＋金額データ

ＩＤ番号

（端末）

ＩＤ＋金額データ

ＩＤ番号
ＩＤ＋金額データ

現行法の適用有り 現行法の適用なし（サーバ型前払式支払手段）

（端末）
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前払式証票の発行状況

（注）前払式証票規制法の対象となる前払式証票の数値の合計。

出所：（社）前払式証票発行協会

前払式証票の発行者数の推移

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

H16/3末 H17/3末 H18/3末 H19/3末 H20/3末 （年/月末）

自家型

三者型
　（発行者数） 前払式証票の発行額等の推移

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

（億円）

年間発行額（年度中）

年間回収額（年度中）

基準日未使用残高（年度末）

（年度）

（単位：発行者数）

H16/3末 H17/3末 H18/3末 H19/3末 H20/3末

三者型 1,465 1,420 1,376 1,315 1,260
自家型 430 434 463 484 510

（単位：億円）

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

年間発行額（年度中） 93,566 91,611 109,637 124,118 134,754
年間回収額（年度中） 93,251 91,408 109,435 123,751 134,303
基準日未使用残高（年度末） 18,363 18,552 18,955 19,427 20,068
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前払式証票の記録媒体別の発行割合

出所：前払式証票発行協会「第９回前払式証票発行事業実態調査統計」（平成18年度版）
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14.7%

26.9%
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73.0%
80.6%

89.9%
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65.4%
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20.7%
11.8%

5.8% 6.0% 7.8% 6.7% 6.3% 7.6%
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20%

40%
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80%

100%

H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度

紙式

磁気式

IC式



30

主なＩＣ型プリペイドカードについて

出所：各社ホームページ

名称 運営主体 開始年月 発行枚数 加盟店舗数

（万枚） （利用可能店舗数）

Edy ビットワレット 01年11月 4,180 77,000
（08年08月現在） （08年08月現在）

Suica JR東日本 04年03月 2,287 52,320
（08年07月現在） （08年07月現在）

ICOCA JR西日本 05年10月 332 5,500
（07年11月現在） （07年11月現在）

PASMO パスモ 07年03月 1,000 7,244
（08年08月現在） （08年08月現在）

WAON イオン 07年04月 510 25,000
（08年07月現在） （08年07月現在）

nanaco アイワイ・カード・サービス 07年04月 563 19,673
（08年03月現在） （08年05月現在）
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主なＩＣ型プリペイドカードの発行額及び回収額の推移

出所：財務局報告資料

1,161
1,578

2,007
2,376

2,801

6,381

7,935

1,124
1,521

1,929
2,335

2,696

6,218

7,804

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

（億円）

発行額

回収額

Ｈ19.10～20.3Ｈ16.10～17.3 Ｈ17.4～17.9 Ｈ17.10～18.3 Ｈ18.4～18.9 Ｈ18.10～19.3 Ｈ19.4～19.9 Ｈ19.10～20.3
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出所：矢野経済研究所「プリペイド決済市場に関する調査結果」プレスリリース資料（2008年１月８日）

（注）決済方式の項目について、出所資料を基に再構成。

プリペイド決済市場規模

（単位：億円）

実績

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

16,910 15,597 14,666 13,157 11,670

－ 92.2% 94.0% 89.7% 88.7%

9,182 13,303 16,282 20,083 26,674

－ 144.9% 122.4% 123.3% 132.8%

846 1,433 2,879 4,427 6,797

－ 169.4% 201.0% 153.8% 153.5%

26,937 30,333 33,828 37,667 45,141

－ 112.6% 111.5% 111.3% 119.8%

（出所）株式会社矢野経済研究所にて予測。

（注2）商品券・ギフト券等には、紙媒体のものの他、PETカード媒体のもの（図書カード、QUOカード）も含む。

（注1）上段：発行額、下段：前年度比。

予測

商品券・ギフト券等

　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
決済方式

合計

ＩＣ型プリペイドカード

プリカ法対象外のプリペイドサービス

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

2006 2007 2008 2009 2010

商品券・ギフト券等
ＩＣ型プリペイドカード
プリカ法対象外のプリペイドサービス

（年度）

（億円）
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前払式証票に係る発行保証金の還付事例

出所：官報を基に金融庁作成

（1）配当表公示日 (2)発行保証金 (3)申出等の総額 (4)配当の割合 (5)申出人数

（千円） （千円） （％） （人）

1 平成７年12月22日 8,765 3,864 100.0 388
2 平成８年１月10日 8,618 11,498 75.0 278
3 平成９年１月28日 25,754 6,643 100.0 346
4 平成９年８月５日 23,765 33,790 70.3 549
5 平成９年８月11日 15,199 11,054 100.0 617
6 平成９年10月３日 14,800 1,567 100.0 180
7 平成11年１月19日 10,444 694 100.0 114
8 平成12年１月６日 9,600 4,457 100.0 108
9 平成12年９月８日 14,034 2,949 100.0 368
10 平成12年９月13日 15,594 5,489 100.0 338
11 平成13年８月３日 218,272 166,273 100.0 8,535
12 平成13年10月１日 646,975 238,067 100.0 16,236
13 平成13年12月25日 214,715 232,250 92.5 10,167
14 平成14年１月30日 7,720 20,461 37.7 1,341
15 平成14年６月27日 21,500 399 100.0 73
16 平成14年８月20日 776,187 847,505 91.6 36,801
17 平成14年９月26日 14,837 9,532 100.0 613
18 平成15年２月３日 9,042 686 100.0 136
19 平成15年６月23日 5,887 4,290 100.0 457
20 平成16年１月30日 12,000 26,253 45.7 1,471
21 平成16年２月９日 14,850 1,162 100.0 143
22 平成16年８月24日 22,030 7,708 100.0 870
23 平成16年12月20日 48,055 6,472 100.0 549
24 平成17年８月29日 50,826 12,247 100.0 309
25 平成19年３月２日 72,929 21,782 100.0 3,429
26 平成19年３月７日 10,000 2,432 100.0 285
27 平成19年10月25日 8,490 46,883 18.1 1,628
28 平成20年３月31日 24,013 38,610 62.2 316
29 平成20年７月４日 44,286 58,261 76.0 2,706

（注１）平成２年の前払式証票規制法施行以来すべての還付事例につき記載（平成20年８月末現在）。

（注２）千円単位表示の計数については、百円の位を四捨五入して表示。％表示の計数については、小数点以下第３位を四捨五入して表示。

№
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「プリペイド・カード等に関する研究会報告」 （平成元年2月17日）

「また、第三者発行型では、いわば利用者があらかじめ資金を発行主体に預け

ておき、物品、サービスの需要が生じ給付があった時点で物品、サービス給付者

への代金支払を指図しているのと同様の効果を持っており、当座預金による資金

決済に極めて類似した機能を持つとも考えられる。この点で第三者発行型プリペ

イド・カードの発行主体は金融機関に類似していると考えられる。」
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銀行法と前払式証票規制法の比較

銀行 自家型発行者（注） 第三者型発行者

免許 届出
※未使用残高700万円超の場合

登録

20億円 －
1億円（使用地域非限定）
1千万円（使用地域限定）

※公益法人等、指定非営利法人（農協等）は規制なし

－ －

資本金額又は出資額の90％（公益法人等以外）、
1億円（公益法人等で使用地域非限定）、
1千万円（公益法人等で使用地域限定）、
0円（公益法人等で域通貨発行等の要件）
※指定非営利法人(農協等）は規制なし

自己資本比率規制 － －

株式会社 － 法人

法定業種の子会社のみ保有可
※原則として認可が必要

－ －

子会社と合算して5％まで
※法定子会社除く

－ －

届出（5％超）
認可（20％以上）

－ －

原則禁止
※法定他業を除く

－ －

－
※預金保険制度あり

発行保証金供託等
※未使用残高1千万円超の場合

発行保証金供託等
※未使用残高1千万円超の場合

あり － あり

あり － －

あり あり あり

あり － あり

機関

子会社範囲規制

議決権取得制限

前払式証票規制法銀行法法律

資格

財産
規制

最低資本金

最低純資産

健全性基準

事業者

顧客資産保全等

組織
規制

兼業禁止・制限
業務
規制

株主規制

業務改善命令等

（注）発行者以外から物品の購入等が可能な前払式証票であっても、当該販売者等が発行者と50％超の資本関係があるなど発行者と密接な関係を有する場合には、自家型発行となる。

役員等解任命令

報告徴収・資料提出命令

立入検査

検査
監督
規制

出所：金融庁作成
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１．出資法２条（預り金の禁止）の条文

○出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和二十九年法律第百九十五号）（抄）

（預り金の禁止）

第二条 業として預り金をするにつき他の法律に特別の規定のある者を除く外、何人も業として預り金をしては
ならない。

２ 前項の「預り金」とは、不特定かつ多数の者からの金銭の受入れであつて、次に掲げるものをいう。

一 預金、貯金又は定期積金の受入れ

二 社債、借入金その他いかなる名義をもつてするかを問わず、前号に掲げるものと同様の経済的性質を有

するもの

２．預り金の該当要件

○事務ガイドライン（第三分冊：金融会社関係）（抄）

「預り金」とは、同条第２項において、預金等と同様の経済的性質を有するものとされており、次

の４つの要件のすべてに該当するものとされている。

① 不特定かつ多数の者が相手であること

② 金銭の受け入れであること

③ 元本の返還が約されていること

④ 主として預け主の便宜のために金銭の価額を保管することを目的とするものであること
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前払式証票等を利用した資金移動

利用者 発行者

④商品・役務

②証票等

債権債務関係

①支払

③証票等

（換金が行われる場合の前払式証票等）

利用者 他の利用者

発行者

①支払 ⑤換金

債権債務関係等

②ＩＤ等 ④ＩＤ等

③ＩＤ等
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前払式支払手段の上限額の例（１／３）

出所：金融庁作成

サービス名 事業者名 上限額

Edy ビットワレット 50,000円

nanaco アイワイカードサービス 29,999円

WAON イオン
20,000円

※50,000円
（※キャッシュカード一体型）

Suica JR東日本 20,000円

ICOCA JR西日本 20,000円

PASMO パスモ 20,000円

再
チ
ャ
ー

ジ

不
可

QUOカード クオカード 10,000円

ビール共通券 全国酒販協同組合連合会 766円

三井住友VISAギフトカード 三井住友カード 5,000円

髙島屋商品券 髙島屋 10,000円

きもの人ギフト券 きもの人 5,250,000円

分類

前
払
式
証
票
規
制
法
対
象
サ
ー
ビ
ス

Ｉ
Ｃ
カ
ー

ド
型

再
チ
ャ
ー

ジ
可

紙

再
チ
ャ
ー

ジ
不
可
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前払式支払手段の上限額の例（２／３）

出所：金融庁作成

サービス名 事業者名 上限額

WebMoney
（ウォレットチャージ型）

ウェブマネー 200,000円

ちょコム NTTコミュニケーションズ 100,000円

G-MONEY グレートインフォメーション 999,999円

BitCash ビットキャッシュ 200,000円

デジコイン 三菱UFJニコス 50,000円

funcash
（ファンキャッシュ）

NHN　JAPAN 10,000円

NETCASH NTTカードソリューション 9,950円

ワールドプリペイドカードID NTTコミュニケーションズ 5,000円

モバイラーズチェック NTTドコモ 5,000円

UO上級テンプレート提供コード等 エレクトロニック・アーツ 7,329円

GASH ガマニアデジタルエンターテインメント 25,000円

ガンホープチチケット ガンホー・オンライン・エンターテイメント 20,000円

KDDIスーパーワールドカード＠Ca（エーカ） KDDI 3,000円

プロ野球チームをつくろう！ONLINE等 セガ

購入時点での年齢により購入制限
　・13歳未満  　　　　 5,000円まで
　・13歳以上20歳未満  20,000円まで
　・20歳以上          60,000円まで

プレイステーションネットワークチケット ソニーコンピュータエンターテインメント 10,000円

Napster Card Basic等 ナップスタージャパン 7,680円

Wiiポイントプリペイドカード 任天堂 5,000円

NEXONクーポン ネクソンジャパン 10,000円

Habboポイントクーポン Habboホテルジャパン 10,500円

ベルアイル ベルクス 10,000円

XboxLiveゴールドメンバーシップ等 マイクロソフト 5,229円

汎
用
型

再
チ
ャ
ー

ジ

不
可

分類

前
払
式
証
票
規
制
法
対
象
外
サ
ー
ビ
ス

特
定
サ
ー

ビ
ス

（
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー

ム

、
電
話
等

）
用

プ
リ
ペ
イ
ド
型

再
チ
ャ
ー
ジ
可
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前払式支払手段の上限額の例（３／３）

出所：金融庁作成

サービス名 事業者名 上限額

スターバックスカード スターバックスコーヒージャパン 30,000円

西友ショッピングカード 西友 100,000円

デニーズカード セブン＆アイ・フードシステムズ 30,000円

トイザらスギフトカード、
ベビーザらスギフトカード

日本トイザらス 100,000円

フレッシュネスカード フレッシュネス 10,000円

大丸ギフトカード 大丸 100,000円

タカシマヤギフトカード 髙島屋 100,000円

阪急百貨店ギフトカード 阪急百貨店 100,000円

ビームスギフトカード ビームス 100,000円

IDC大塚家具ギフトカード 大塚家具 1,000,000円

再
チ
ャ
ー

ジ
可ギ

フ
ト
カ
ー
ド
型

再
チ
ャ
ー

ジ
不
可

分類

前
払
式
証
票
規
制
法
対
象
外
サ
ー
ビ
ス
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３．ポイント・サービス
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事業分野別で見たポイントの獲得状況

消費者が貯めているポイント（複数回答可）

原出所：ＮＲＩ実施「日常生活に関するアンケート」2006年７月、訪問留置き調査（n=10,071）

出所：野村総合研究所企業通貨プロジェクトチーム「企業通貨マーケティング」
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43（注）交換レートは必要最小限のポイント等で交換した場合のレート。 出所：各社ＨＰより金融庁作成（平成19年7月現在）

ポイント交換の例
ﾋﾞｯﾄﾜﾚｯﾄ
（Edy）

JR東日本
（Suica）

PiTaPa（ｼｮｯ
ﾌﾟdeﾎﾟｲﾝﾄ

全日本空輸
（ANAﾏｲﾚｰ
ｼﾞｸﾗﾌﾞ）

日本航空
（JALﾏｲﾚｰ
ｼﾞﾊﾞﾝｸ）

ﾉｰｽｳｴｽﾄ航
空（ﾜｰﾙﾄﾞ
ﾊﾟｰｸｽ）

ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ航
空（ﾏｲﾚｰｼﾞ・
ﾌﾟﾗｽ）

Gﾌﾟﾗﾝ（Gﾎﾟｲ
ﾝﾄ）

ﾈｯﾄﾏｲﾙ（ﾈｯ
ﾄﾏｲﾙ）

ﾋﾞｯｸｶﾒﾗ（ﾋﾞｯ
ｸﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞ
ｽ）

ﾖﾄﾞﾊﾞｼｶﾒﾗ
（ﾖﾄﾞﾊﾞｼｶﾒﾗ
ｺﾞｰﾙﾄﾞﾎﾟｲﾝ
ﾄ）

上新電機
（Joshin EX
ﾎﾟｲﾝﾄ）

高島屋（ﾀｶｼ
ﾏﾔｶｰﾄﾞ）

ﾛｰｿﾝ（ﾛｰｿﾝ
ﾎﾟｲﾝﾄ）

ﾏﾂﾓﾄｷﾖｼ（ﾏ
ﾂｷﾖﾎﾟｲﾝﾄ）

TSUTAYA
（Tﾎﾟｲﾝﾄ）

ｱﾏｿﾞﾝﾄﾞｯﾄｺ
ﾑ（Amazon
ｷﾞﾌﾄ券）

ｾｼｰﾙ（ｾｼｰ
ﾙｽﾏｲﾙﾎﾟｲﾝ
ﾄ）

千趣会（ﾍﾞﾙ
ﾒｿﾞﾝﾎﾟｲﾝﾄ）

楽天（楽天
ｽｰﾊﾟｰﾎﾟｲﾝ
ﾄ）

ﾔﾌｰ（Yahoo!
ﾎﾟｲﾝﾄ）

ﾎﾝﾀﾞ（Cｶｰ
ﾄﾞ）

日産自動車
（日産ｶｰﾄﾞ）

出光興産(た
～まる、ﾌﾟﾗ
ｽﾎﾟｲﾝﾄ)

新日本石油
（ENEOS
カード）

みずほ銀行
（みずほﾏｲ
ﾚｰｼﾞｸﾗﾌﾞ）

りそな銀行
（りそなｸﾗﾌﾞ
ﾎﾟｲﾝﾄ）

ＩＹｶｰﾄﾞ（IY
ｶｰﾄﾞﾎﾟｲﾝﾄ）

ﾋﾞｭｰｶｰﾄﾞ
（ﾋﾞｭｰｻﾝｸｽ
ﾎﾟｲﾝﾄ）

ＮＴＴﾄﾞｺﾓ（ﾄﾞ
ｺﾓﾌﾟﾚﾐｱｸﾗ
ﾌﾞ）

JTB（JTBﾄﾗ
ﾍﾞﾙﾎﾟｲﾝﾄ）

ﾋﾞｯﾄﾜﾚｯﾄ（Edy） × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

JR東日本（Suica） × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

PiTaPa（ｼｮｯﾌﾟdeﾎﾟ
ｲﾝﾄ

× ×
○

（500P→20ﾏ
ｲﾙ）

○
（500P→20ﾏ

ｲﾙ）
× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

全日本空輸（ANA
ﾏｲﾚｰｼﾞｸﾗﾌﾞ）

○
（10000ﾏｲﾙ
→10000円）

×
○

（10000ﾏｲﾙ
→100000P）

× × × × × × × ×
○

（10000ﾏｲﾙ
→10000P）

× ×
○

（10000ﾏｲﾙ
→10000P）

× × ×
○

（10000ﾏｲﾙ
→10000P）

× × × × ×
○

（10000ﾏｲﾙ
→2,000P）

×
○

（10000ﾏｲﾙ
→10000P）

× × ×

日本航空（JALﾏｲ
ﾚｰｼﾞﾊﾞﾝｸ）

×
○

（10000ﾏｲﾙ
→10000円）

○
（10000ﾏｲﾙ
→100000P）

× × × × × × × ×
○

（10000ﾏｲﾙ
→10000P）

× × × × × ×
○

（10000ﾏｲﾙ
→100000P）

× × × × × × × × ×
○

（10000ﾏｲﾙ
→100000P）

ﾉｰｽｳｴｽﾄ航空（ﾜｰ
ﾙﾄﾞﾊﾟｰｸｽ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ航空（ﾏｲ
ﾚｰｼﾞ・ﾌﾟﾗｽ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

Gﾌﾟﾗﾝ（Gﾎﾟｲﾝﾄ）
○

（500P→425
円）

× ×
○

（30P→8ﾏｲ
ﾙ）

×
○

（300P→50ﾏ
ｲﾙ）

○
（300P→50ﾏ

ｲﾙ）
× × ×

○
（20P→20P）

× × × ×
○

（550P→500
円券）

○
（100P→

95P）

○
（10P→9P）

×
○

（300P→
300P）

× × × × × × × ×
○

（150P→
100P）

×

ﾈｯﾄﾏｲﾙ（ﾈｯﾄﾏｲﾙ）
○

（5000ﾏｲﾙ
→2500円）

× ×
○

（1200ﾏｲﾙ
→200ﾏｲﾙ）

×
○

（1200ﾏｲﾙ
→200ﾏｲﾙ）

○
（1200ﾏｲﾙ
→200ﾏｲﾙ）

× × × × ×
○

（500ﾏｲﾙ→
250P）

× × ×
○

（1500ﾏｲﾙ
→750P）

○
（1500ﾏｲﾙ
→750P）

× × × × × × × × × ×
○

（1500ﾏｲﾙ
→600P）

×

ﾋﾞｯｸｶﾒﾗ（ﾋﾞｯｸﾎﾟｲﾝ
ﾄｻｰﾋﾞｽ）

×
○

（1000P→
1000円）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

ﾖﾄﾞﾊﾞｼｶﾒﾗ（ﾖﾄﾞﾊﾞｼ
ｶﾒﾗｺﾞｰﾙﾄﾞﾎﾟｲﾝﾄ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

上新電機（Joshin
EXﾎﾟｲﾝﾄ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

高島屋（ﾀｶｼﾏﾔｶｰ
ﾄﾞ）

× × ×
○

（2000円券
→500ﾏｲﾙ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

ﾛｰｿﾝ（ﾛｰｿﾝﾎﾟｲﾝ
ﾄ）

× × × ×
○

（2P→1ﾏｲ
ﾙ）

× × × × × × × × × × × × ×
○

（500P→
500P）

× × × × × × × × × × ×

ﾏﾂﾓﾄｷﾖｼ（ﾏﾂｷﾖﾎﾟ
ｲﾝﾄ）

○
（1000P→
700円）

× ×
○

（500P→100
ﾏｲﾙ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

TSUTAYA（Tﾎﾟｲﾝ
ﾄ）

× × ×
○

（500P→250
ﾏｲﾙ）

× × × × × × × × × × × × × ×
○

（1000P→
1000P）

× × × × × × × × × × ×

ｱﾏｿﾞﾝﾄﾞｯﾄｺﾑ
（Amazonｷﾞﾌﾄ券）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

ｾｼｰﾙ（ｾｼｰﾙｽﾏｲ
ﾙﾎﾟｲﾝﾄ）

× × ×
○

（100P→25ﾏ
ｲﾙ）

× × ×
○

（105P→
100P）

○
（100P→100

ﾏｲﾙ）
× × × × × × × × × × × × × × × ×

○
（1P→1P）

× ×
○

（100P→
100P）

×

千趣会（ﾍﾞﾙﾒｿﾞﾝﾎﾟ
ｲﾝﾄ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

楽天（楽天ｽｰﾊﾟｰ
ﾎﾟｲﾝﾄ）

× × ×
○

（2P→1ﾏｲ
ﾙ）

× × × × × × × × ×
○

（500P→
500P）

×
○

（1000P→
1000P）

× × × × × × × × ×
○

（1P→1P）
× × × ×

ﾔﾌｰ（Yahoo!ﾎﾟｲﾝ
ﾄ）

× × × ×
○

（2P→1ﾏｲ
ﾙ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

ﾎﾝﾀﾞ（Cｶｰﾄﾞ）
○

(1000P→
500円）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

日産自動車（日産
ｶｰﾄﾞ）

× × ×
○

（1P→1ﾏｲ
ﾙ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

出光興産(た～ま
る、ﾌﾟﾗｽﾎﾟｲﾝﾄ)

× × ×
○

（1000P→
500ﾏｲﾙ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

新日本石油
（ENEOSカード）

× × ×
○

（2000P→
1000ﾏｲﾙ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×
○

（2000P→
2000P）

×

みずほ銀行（みず
ほﾏｲﾚｰｼﾞｸﾗﾌﾞ）

× × ×
○

（1000P→
2500ﾏｲﾙ）

× × × × ×
○

（1000P→
5000P）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

りそな銀行（りそな
ｸﾗﾌﾞﾎﾟｲﾝﾄ）

× × × ×
○

（2P→1ﾏｲ
ﾙ）

× × × × ×
○

（100P→
100P）

○
（100P→
100P）

○
（100P→
100P）

× ×
○

（1P→1P）
×

○
（1P→1P）

×
○

（1P→1P）
× × × × × ×

○
（1P→1P）

○
（100P→

40P）

○
（100P→

80P）

○
（1P→1P）

ＩＹｶｰﾄﾞ（IYｶｰﾄﾞﾎﾟｲ
ﾝﾄ）

× × ×
○

（3000P→
1000ﾏｲﾙ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

ﾋﾞｭｰｶｰﾄﾞ（ﾋﾞｭｰｻﾝ
ｸｽﾎﾟｲﾝﾄ）

×
○

（400P→
1000円）

× ×
○

（600P→
1000ﾏｲﾙ）

× × × ×
○

（400P→
1000P）

× × × × × × × × × × × × × × ×
○

（2000P→
1000P）

× × × ×

ＮＴＴﾄﾞｺﾓ（ﾄﾞｺﾓﾌﾟﾚﾐ
ｱｸﾗﾌﾞ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

JTB（JTBﾄﾗﾍﾞﾙﾎﾟ
ｲﾝﾄ）

× × × ×
○

（5000P→
2500ﾏｲﾙ）

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×
○

（1P→1P）
× × ×

交換される側

交換する側
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ポイント発行額の推計

出所：野村総合研究所ニュースリリース（2008年３月13日）

指標 数値

家電量販店
（上位10社）

売上総計
（百万円） 4,149,274 75% 6.5% 201,759

クレジットカード
（業界全体）

ショッピング取扱高
（百万円） 32,170,100 100% 0.5% 160,851

携帯電話
（上位３社）

売上総計
（百万円） 8,483,146 100% 1.3% 108,543

航空
（上位２社）

有償旅客マイル（※5）
（千人･マイル） 97,240,887 50% 1.5円／マイル 72,931

ガソリン
（主要３社）

売上総計
（百万円） 11,689,117 40% 1.3% 61,711

総合スーパー
（上位５社）

売上総計
（百万円） 8,594,207 50% 0.5% 21,486

百貨店
（上位１０社）

売上総計
（百万円） 5,760,457 50% 1.0% 28,802

コンビニエンスストア
（主要３社）

売上総計
（百万円） 3,364,732 15% 1.0% 5,047

ドラッグストア
（上位５社）

売上総計
（百万円） 861,684 50% 1.0% 4,308

（※6）総額 665,438

※1： ポイントプログラムサービスを提供していない企業を除外している。 

※2： 各企業が発行するポイントサービスプログラムの利用率。NRIが2005年4月にインターネット上で3000人に対し実施したアンケート結果や、各種公開情報を参考に5％単位で設定。 

※3： 各種公開情報を参考に、最も低い値などを業界基準値として採用。航空については、1マイルあたり1.5円とした。 

※4： ポイント・マイレージ発行額＝基本指標の数値×ポイント適用率×ポイント還元率 

※5： 有料の旅客数に飛行距離を掛けたもの。 

※6： 商品の購入にともなって付与されるポイント･マイレージを推計の対象とした。紙やシールによって行われているものや、電子マネーは含めていない。 

年間発行額
（百万円）

（※4）

業界
（※1）

ポイント付与基本指標・数値 ポイント
適用率
（※2）

ポイント還元率
（％、円／マイル）

（※3）
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ポイント発行額の予測

出所：野村総合研究所ニュースリリース（2008年３月13日）
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ポイント・サービスの会計処理例
（１）ポイントの例

（２）ポイント交換の例（Ａ社ポイントをＢ社ポイントに交換）

出所：金融庁作成

利用者

発行者

ポイントの発行

景品等の交付ポイントの使用
費用計上

（ポイント使用分）

※期末ポイント残高につい
ては引当処理

商品等販売

売上計上 ※経理処理なし

利用者
発行者

（Ｂ社：交換先）

発行者（Ａ社：交換元）

Ａ社ポイントの発行

Ｂ社ポイントの発行

景品等の交付

Ｂ社ポイントへの
　交換依頼
（Ａ社ポイントの使用）

対価の支払

Ａ社：費用計上
（交換されるポイント相当分）

Ｂ社：費用計上
（使用されるポイント相当分）

※Ａ社：期末ポイント残高に
ついては引当処理

※Ｂ社：期末ポイント残高に
ついては引当処理

Ｂ社ポイントの使用

※Ａ社：経理処理なし

※Ｂ社：経理処理なし
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プリペイドカードの会計処理例
（１）自家型プリペイドカードの例

（２）第三者型プリペイドカードの例

購入者

発行者

プリカの販売 プリカ代金
の支払

預り金計上

商品等の販売 商品等の支払
（プリカの使用）

売上計上
預り金減額

購入者 加盟店

発行者

プリカの販売 請求

商品等の販売

商品等の支払
（プリカの使用）

プリカ代金
の支払

請求額の支払

預り金計上 預り金減額

出所：金融庁作成
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（参考）国際会計基準によるポイント会計処理例

利用者

発行者

商品等販売

景品等の交付ポイントの使用

使用相当額を売上計上

Ａで計上した負債から
使用相当額を減額

ポイント発行

売上計上
（※ただし、右記
Ａ相当額を控除）

使用見込相当額を
負債計上（Ａ）

出所：金融庁作成
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ポイント交換のスキーム 

 

 

 

          

 

 

 
Y１ 

X１ 

利用者 

X２ ポイント○Ｂ  

発行者 

Y２ 利用者 

対価（現金） ポイント○Ｂ の
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ト
交
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ポイント○Ａ 発行者 
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 ○Ａ   
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ポ
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ン
ト
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交
付 

ポ
イ
ン
ト
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の
通
常
の
発
行
の
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出所：金融庁作成
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４．資金移動サービス
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三菱東京ＵＦＪ銀行

個人 法人・団体
自行同一支店内宛

3万円未満 315円 105円 無料 無料 無料 無料 105円
3万円以上 525円 315円 無料 無料 無料 無料 315円

自行本支店宛
3万円未満 315円 105円 無料 105円 105円 無料 105円
3万円以上 525円 315円 無料 210円 210円 無料 315円

他行宛（電信）
3万円未満 630円 420円 262円 262円 262円 210円 420円
3万円以上 840円 630円 420円 420円 420円 315円 630円

他行宛（文書）
3万円未満 630円 - - - - - -
3万円以上 840円 - - - - - -

手数料

窓口
インターネット、モバ
イル、電話(自動音

声サービス)

電話（オペレー
ターサービス）現金

自行キャッシュカード 他行キャッシュ
カード

ＡＴＭ
取扱区分

振込金額

三井住友銀行

個人 法人・団体
自行同一支店内宛

3万円未満 210円 210円 無料 105円 105円 無料 無料
3万円以上 420円 420円 無料 210円 210円 無料 無料

自行本支店宛
3万円未満 315円 210円 105円 105円 105円 105円 105円
3万円以上 525円 420円 105円 210円 210円 105円 105円

他行宛（電信）
3万円未満 630円 420円 210円 210円 210円 210円 420円
3万円以上 840円 630円 420円 420円 420円 420円 630円

他行宛（文書）
3万円未満 - - - - - - -
3万円以上 - - - - - - -

取扱区分
手数料

窓口
インターネット、モバ
イル、電話(自動音

声サービス)

電話（オペレー
ターサービス）現金

自行キャッシュカード 他行キャッシュ
カード

振込金額

ＡＴＭ

みずほ銀行

個人 法人・団体
自行同一支店内宛

3万円未満 210円 105円 無料 無料 無料 105円
3万円以上 420円 315円 無料 無料 無料 315円

自行本支店宛
3万円未満 315円 105円 105円 105円 105円 105円
3万円以上 525円 315円 210円 210円 210円 315円

他行宛（電信）
3万円未満 630円 420円 210円 210円 210円 420円
3万円以上 840円 630円 420円 420円 420円 630円

他行宛（文書）
3万円未満 630円 - - - - -
3万円以上 840円 - - - - -

インターネット、モバ
イル、電話(自動音

声サービス)

電話（オペレー
ターサービス）現金

キャッシュカード
ＡＴＭ

取扱区分

振込金額

手数料

窓口

国内送金（為替送金）手数料の例

出所：各社ホームページより金融庁作成
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海外送金手数料（国内銀行）の例

三井住友銀行の手数料体系 

円貨（円普通預金からの出金、円現金）で送金する場合
１．海外送金手数料　4,000円
　※自行の海外店・連携銀行宛　3,500円
２．関係銀行手数料　2,500円

　※中継銀行、受取銀行により金額が異なることがある
３．円為替取扱手数料　送金金額の1/20%、最低2,500円
　※円貨建ての送金の場合に必要

外貨（外貨普通預金からの出金）で送金する場合
１．海外送金手数料　4,000円
　※自行の海外店・連携銀行宛　3,500円
２．関係銀行手数料　2,500円

　※中継銀行、受取銀行により金額が異なることがある
３．リフティングチャージ
　※送金金額の1/20%（最低2,500円、または25米ドル）

送金の中継銀行、受取銀行で発生する手数料（送金
依頼人負担、受取人負担のいずれかを指定）

送金の中継銀行、受取銀行で発生する手数料（送金
依頼人負担、受取人負担のいずれかを指定）

 

出所：三井住友銀行ＨＰ 

みずほ銀行の手数料体系 

外国への送金
本支店向 5,000円
他行向 5,500円

5,500円

電信送金
送金手数料

送金小切手  

（注）海外で発生する手数料について、依頼者が「依頼人負担」を選択した 

場合は、別途、コルレス先支払手数料 2,500 円が必要となる。 

ただし、依頼者が「依頼人負担」と選択されても、受取人への入金時に 

支払銀行手数料等が差し引かれ、全額で支払われない場合がある。 

出所：みずほ銀行資料 

三菱東京 UFJ 銀行の手数料体系 

送金先 仕向送金手数料
自行本支店・現地法人あて 3,000円
他行あて 3,500円

円建てで送金の場合 円為替取扱手数料2,500円

上記に加え

外貨預金から外貨建てで送
金の場合

外貨取扱手数料2,500円
 

（注）支払銀行手数料については「受取人負担」のみの取

扱い。 

（注）上記手数料とは別に、後日送金先銀行等から手数

料を請求されたり、海外における経由銀行等（三菱東

京 UFJ 銀行の海外支店・現地法人を含む）の手数料が

送金金額から差し引かれる場合がある。 

出所：三菱東京ＵＦＪ銀行ＨＰ 
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Western Union の手数料体系（わが国ではスルガ銀行と提携）  

※手数料体系は、日本から海外への送金の場合一律 

送金金額 手数料 送金金額 手数料
～11,000円 1,700円 ～110,000円 6,500円
～22,000円 2,500円 ～165,000円 8,500円
～33,000円 3,300円 ～191,000円 9,500円
～44,000円 3,900円 ～220,000円 11,000円
～55,000円 4,500円 ～275,000円 13,000円
～68,000円 5,000円 ～330,000円 15,000円
～82,000円 5,500円  

（注）送金時の手数料以外、受取り時に追加手数料はかか

らない。ごく一部の国では、送金額の払い出しに対して

現地の税金および、またはサービス料が課せられること

がある。 

（出所）スルガ銀行ＨＰ 

海外送金手数料（海外送金事業者）の例

MoneyGram の手数料体系（わが国ではブラジルイタウ銀行東京支店と提携） 

※手数料体系は、送金国によって異なる 

送金国 送金金額 手数料
日本→中国 ～50,000円 1,500円

～280,000円 3,000円
280,000円超 4,500円

日本→インド ～50,000円 1,500円
50,000円超 3,000円

日本→ブラジル ～15,000円 1,500円
～30,000円 2,500円
～50,000円 3,200円

～100,000円 4,200円
～150,000円 6,200円
～200,000円 8,000円
200,000円超 8000円+送金金

額200,000円を
超える金額の4%

 

（注）受取金額は、変動レートで外貨に換算され

る。 

（出所）MoneyGram International ＨＰ 
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経済財政諮問会議グローバル化改革専門調査会「グローバル化改革専門調査会第１次報告―グローバル

化の活力を成長へ―」 （平成 19 年５月８日）（抜粋）

第Ⅱ部 真に競争力のある金融・資本市場の確立に向けて

１．一層の制度整備を進め、東京市場をオープンでアクセスしやすいアジアの共通プラットフォームにする。

（略）

（４）決済システムの戦略的強化

① 決済システムは証券決済と資金決済が一体として効率的に機能することで、経済全体の信頼と安定に大きく寄与する重要なインフラとし
ての役割を担っているとともに、それ自体が金融ビジネスとしての可能性を秘めている。安定的かつ効率的で、外国とも円滑にアクセスでき
る決済システムの存在は、国際金融センターが備えるべき最も基本的な要件の一つである。このため、英語標記やSWIFTへの対応等、決済
システムの国際標準化を図るとともに、決済期間の短縮化（国債・株式取引における決済期間を、現在の取引日＋3日から取引日＋1日に短
縮）、利便性の向上（金融EDIの実現）、危機管理体制の強化（バックアップ体制や業務継続体制[BCP]の整備）等、決済システムの戦略的強
化を早急に行うべきである。

② 決済システムのリスク管理を強化する観点から、決済システムに対して適切なモニタリングを行なうための関係当局の連携のあり方を明
確化すべきである。また、決済システムの運営主体の意思決定や適切なガバナンスを確立する観点から、運営主体の自律性と責任能力を
強化するべきである（株式会社化等）。

③ 諸外国との決済の円滑化を図るため、清算・決済機関の国際的な連携強化を図るべきである。

（略）

２．プロとしての高い力量をもち、責任を自覚したプレーヤーによるイノベーションを促進し、資産運用力を強化する。

（略）

（２）ナローバンクやキャプティブ保険を可能とする特定免許の新設

○ 金融取引や企業活動の多様化・高度化が進む中で、ナローバンク（決済専業銀行）やキャプティブ保険等、従来の業法が想定していなかっ
た新たな金融サービスに対するニーズが高まっている。このため、銀行、保険について、フル免許ではない簡易な特定免許を新設し、これら
による新たな金融活動を行なうことを可能とすべきである。
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規制改革推進のための３か年計画」（平成19年６月22日閣議決定）（抜粋）

Ⅱ 重点計画事項

（略）

11 競争政策・金融

（１）競争政策

① 金融分野における競争政策の一層の推進【平成19年度措置】

我が国の経済・社会の活性化のためには、競争政策の推進が一層重要な課題となっており、金融分野
においても競争政策の推進は重要な課題である。

したがって、金融庁においても、競争政策の推進という観点から金融分野の法制の在り方及びその運用
について点検をし、必要な措置を講ずる。

また、競争政策を進める上で、エンフォースメント（ルールの実効性の確保）の見直し・強化も併せて検討
し、必要な措置を講ずる。

（以下略）
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国籍別外国人登録者数の推移

平成3年 平成8年 平成13年 平成18年

1,218,891 1,415,136 1,778,462 2,084,919

693,050 657,159 632,405 598,219

構成比（%） 56.9 46.4 35.6 28.7

171,071 234,264 381,225 560,741

構成比（%） 14.0 16.6 21.4 26.9

119,333 201,795 265,962 312,979

構成比（%） 9.8 14.3 15.0 15.0

61,837 84,509 156,667 193,488

構成比（%） 5.1 6.0 8.8 9.3

26,281 37,099 50,052 58,721

構成比（%） 2.1 2.6 2.8 2.8

42,498 44,168 46,244 51,321

構成比（%） 3.5 3.1 2.6 2.5

104,821 156,142 245,907 309,450

構成比（%） 8.6 11.0 13.8 14.8

（出所）法務省入国管理局「平成18年末現在における外国人登録者統計について」

国籍
（出身地）

総　　　数（人）

韓国・朝鮮（人）

中　　　国（人）

その他（人）

ブラジル（人）

フィリピン

ペルー（人）

米　　　国（人）

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

平成3年 平成8年 平成13年 平成18年

（人）

その他

米　　　国

ペルー

フィリピン

ブラジル

中　　　国

韓国・朝鮮

1,218,891 1,415,136
2,084,919

1,778,462
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わが国における海外送金の状況

出所：財務省、日本銀行「国際収支統計」

わが国の海外送金（労働者送金）額の推移 わが国からの海外送金（労働者送金）額（上位５カ国）

975
925

792

325

114

0

200

400

600

800

1000

1200

中国 米国 ブラジル フィリピン 英国 （国名）

（億円）

（注）2007年の労働者送金「支払」の上位５カ国
出所：財務省、日本銀行「国際収支統計」、

日本銀行「２００７年の国際収支（速報）動向」

（単位：億円）

2006年 2007年

受取 1,194 1,489

支払 3,666 4,065

労働者送金
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Ｇ８首脳会合（シーアイランド）「Ｇ８行動計画：企業家能力の貧困削減への適用（仮訳）」（平
成16年６月８日～10日）（抜粋）

「（略）
家族及び零細ビジネスを支援する送金の促進

（略）
送金フローが正式のチャンネルに流れるよう引きつけることにより、途上国における金融制度を強化し、送金
が不正な目的に流用されるリスクを削減することができる。G8諸国は、世界銀行、国際通貨基金（IMF）及び
他の機関とともに、送金フローのデータを改善し、送出国と受入国双方における送金フローのデータ収集のた
めの基準の策定に取り組む。G8諸国は、送金コストを削減する国際的な取り組みを主導する。送金フローの受
領者の金融上の選択肢を拡大することにより、送金フローの開発に与える影響が助成されるであろう。
以上を実現するため、我々は、送金について途上国とともに、パイロット・パートナーシップとプログラム

等を通じ、行動をとる。別添の付属文書に上げられたG8プログラム及び我々が検討する他のプログラムは、以
下の通りである。
１ 適切な場合には、金融機関の利用についての啓蒙活動へのアクセスを供与することや、民間セクターとの
協力により金融機関のサービスの種類と範囲を拡大すること等を通じて、正式な金融制度を通じた金融取引を
送出国と受入国の人々にとってより容易なものにする。
２ 競争促進、革新的な支払い手段の利用、及び送出国と受入国における正式な金融制度へのアクセスの推進
を通じて、送金サービスのコストを削減する。送出国と受入国の間の送金コストが、最大50％か又はそれ以上
削減された例もいくつかある。G8諸国は、他の国においても同様の高コスト削減が可能と考える。
３ 送金サービスの向上及び途上国における送金受領が開発に与える影響を強化するために作業をしている国
際機関の間での、一貫性と整合性を促進する。
４ 零細金融機関及び信用組合を含む、送金サービスの供与者と地方金融機関の間の協力を、地方金融市場を
強化し、受領者の金融サービスへのアクセスを改善する方向で、奨励する。
５ 送金を受領する家族に対して送金フローの生産的な投資に係るより多くの選択肢と誘因を与える、市場指
向の地方開発基金及び信用組合を、適当な場合には創設するように奨励する。
６ 特定のインフラ及び規制上の障壁に取り組む、政府、市民社会及び民間セクターとの対話を支援する。例
えば、政府は、強い監督基準に合致した形で、民間セクターに対して支払い制度への無差別のアクセスを確保
し、全体的な金融インフラの近代化に協力して取り組むべきである。
（略）」
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金融・資本市場競争力強化プラン （平成19年12月21日）（抜粋）

Ⅰ．信頼と活力のある市場の構築

３．安全かつ効率的で利便性の高い決済システム等の構築

決済システムは、金融・資本市場を支える重要なインフラであり、金融・資本市場の国際的な競争力に影響する重要な
要素である。我が国市場の競争力強化のためには、情報通信技術の高度化等に対応して、決済システムの安全性、効
率性及び利便性をより一層向上させることが重要である。

（１）資金決済システム

資金決済システムについて、平成２３年度を目標として大口資金取引のＲＴＧＳ（即時グロス決済）化に向けた取組みを
進めるとともに、平成２３年度に稼働開始予定の第６次全銀システムにおいて国際標準化や顧客ニーズへの対応などの
取組みを推進する。

（２）証券決済システム

証券決済システムについて、平成２１年１月を目標とした株券電子化の円滑な実施に向けた取組みを進める。その後、
国債取引の決済期間の短縮化を目指し、ＳＴＰ化の促進やレポ市場の拡大等に向けた市場関係者間における検討を推
進する。
（注）ＳＴＰ（Straight Through Processing）：注文から決済に至るまでの一連の取引プロセスを、人手を介さずにシームレスに行うこと。

（３）リテール決済

情報通信技術の革新等の進展に伴い、いわゆる電子マネー等の決済に関する新しいサービスが普及・発達してきてい
る。これに対応し、利用者保護、決済システムの安全性・効率性・利便性の向上やイノベーションの促進の観点から、その
制度的枠組みのあり方について検討を進め、平成２０年春頃より金融審議会での審議を開始する。

（以下略）
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主な金融関連業法における参入資格
法律 事業者 参入資格

自家型発行者 届出（法第４条第１項）

第三者型発行者 登録（法第６条）

銀行 免許（法第４条第１項）

外国銀行 免許（法第47条第１項）

銀行代理業者 許可（法第52条の36第１項）

金融商品取引業者（第一種金融商品取引業者） 登録（法第29条）

金融商品取引業者（第二種金融商品取引業者） 登録（法第29条）

金融商品取引業者（投資助言・代理業者） 登録（法第29条）

金融商品取引業者（投資運用業者） 登録（法第29条）

登録金融機関 登録（法第33条の２）

特例業務届出者（プロ向けファンド事業者） 届出（法第63条第２項）

金融商品仲介業者 登録（法第66条）

保険会社 免許（法第３条第１項）

外国保険会社等 免許（法第185条第１項）

少額短期保険業者 登録（法第272条第１項）

生命保険募集人 登録（法第276条）

損害保険代理店 登録（法第276条）

少額短期保険募集人 登録（法第276条）

保険仲立人 登録（法第286条）

運用型信託会社 免許（法第３条）

運用型外国信託会社 免許（法第53条第１項）

管理型信託会社 登録（法第７条第１項）

管理型外国信託会社 登録（法第54条第１項）

信託契約代理店 登録（法第67条第１項）

貸金業法 貸金業者 登録（法第３条第１項）

金融商品取引法

信託業法

保険業法

銀行法

前払式証票の規制等に関する法律

出所：金融庁作成
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５．収納代行サービス等
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主なコンビニエンスストアによる収納代行の取扱状況の推移

出所：セブン＆アイ・ホールディングス「コーポレートアウトライン2007」、「2008年2月期決算補足資料」、 ローソン「アニュアルレポート2007」、「2008年2月期決算補足資料」、

ファミリーマート「2008年2月期決算資料」、サークルKサンクス「2005年2月期通期決算説明資料」、「2008年2月期通期決算説明資料」、全国銀行協会「決済統計年報」を基に作成

事業社名 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

取扱件数（10万件） 1,670 1,955 2,270 2,591 2,905

取扱高（億円） 13,900 16,820 20,100 23,840 27,342

手数料収入（億円） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

チェーン全店売上高（億円） 23,432 24,409 24,988 25,335 25,743

取扱件数（10万件） 1,084 1,189 1,306 1,409 1,499

取扱高（億円） 9,192 10,359 11,653 12,940 14,123

手数料収入（億円） 64 68 75 81 83

チェーン全店売上高（億円） 12,850 13,291 13,617 13,866 14,151

取扱件数（10万件） n.a. n.a. 1,023 1,146 1,311

取扱高（億円） n.a. n.a. 9,062 10,484 11,983

手数料収入（億円） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

チェーン全店売上高（億円） 9,544 9,985 10,317 10,688 11,218

取扱件数（10万件） 762 835 909 973 1,023

取扱高（億円） 6,414 7,180 8,013 9,003 9,770

手数料収入（億円） 49 51 55 59 62

チェーン全店売上高（億円） 10,917 9,335 9,198 9,113 9,024

取扱件数（10万件） 3,516 3,979 5,508 6,120 6,737

取扱高（億円） 29,506 34,360 48,828 56,267 63,218

手数料収入（億円） 113 119 130 140 145

チェーン全店売上高（億円） 56,744 57,019 58,120 59,003 60,137

取扱件数（10万件） 12,608 12,869 13,148 13,211 13,533

取扱高（億円） 21,921,382 22,527,054 23,397,111 24,724,808 26,278,383

手数料収入（億円） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

（注）主要コンビニエンスストアのうち、収納代行事業に係る計数についてIR資料等で対外公表を行っている事業者のみを掲載。

　　　２．コンビニエンスストアの数値は各年度（２月期決算）のデータ、内国為替取扱状況は暦年のデータ。

　　　３．合計は、n.a.の数値を含まない。

合　計

（参考）
内国為替取扱状況
（預金取扱機関）

セブンイレブン

ローソン

サークルKサンクス

ファミリーマート
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コンビニ店舗数と銀行等店舗数・CD／ATM設置台数

出所：（社）日本フランチャイズチェーン協会「コンビニエンスストア統計調査月報」、（財）金融情報システムセンター「金融情報システム白書（平成20年版）」

全国銀行 信用金庫 信用組合 全国銀行 信用金庫 信用組合

平成15年３月末 37,261 14,205 8,266 2,008 76,200 19,656 2,485

平成16年３月末 38,005 13,847 8,068 1,973 74,047 19,381 2,401

平成17年３月末 39,118 13,582 7,890 1,943 73,513 19,223 2,370

平成18年３月末 40,099 13,313 7,786 1,922 73,350 19,341 2,348

平成19年３月末 40,816 13,313 7,740 1,875 75,163 19,596 2,324

コンビニ
店舗数

国内店舗数 CD/ATM設置台数
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コンビニエンスストア等による収納代行サービスの収納上限額の例

出所：金融庁作成

フランチャイズチェーン、サービス名 事業者名 上限額

セブン－イレブン セブン＆アイ・ホールディングス ※300,000円

ローソン ローソン ※300,000円

ファミリーマート ファミリーマート ※300,000円

サークルK サークルKサンクス ※300,000円

サンクス サークルKサンクス ※300,000円

ミニストップ ミニストップ ※300,000円

デイリーヤマザキ デイリーヤマザキ ※300,000円

am/pm エーエム・ピーエムジャパン ※300,000円

セイコーマート セイコーマート ※300,000円

ポプラ ポプラ ※300,000円

スリーエフ スリーエフ ※300,000円

ココストア ココストア ※300,000円

収納代行サービス アプラス 300,000円

コンビニ決済 イーコンテクスト 300,000円

コンビニ収納代行サービス ウェルネット 300,000円

CVS料金収納代行サービス SMBCファイナンスサービス 300,000円

コンビニ収納代行サービス ＮＴＴデータ 300,000円

収納代行サービス オリエントコーポレーション 300,000円

コンビニ収納代行サービス ジャックス 300,000円

しんきんコンビニ収納サービス しんきん情報サービス 300,000円

コンビニ収納サービス セントラルファイナンス 300,000円

コンビニ収納代行サービス 電算システム 300,000円

りそなコンビニ収納代行サービス りそな決済サービス 300,000円

コンビニ収納代行サービス ヤマトシステム開発 300,000円

宅急便コレクト、コンビニ・郵便局払 ヤマトフィナンシャル 300,000円

コンビニ収納サービス リコーリース 300,000円

※（社）日本フランチャイズチェーン協会の自主ルールによる上限金額
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その他の収納代行サービスの収納上限額の例

出所：金融庁作成

事業者名 サービス名 上限額

SMBCファイナンスサービス ＣＡＴＳ集金代行サービス 10桁までの金額

オリエントコーポレーション 集金代行 上限なし

りそな決済サービス りそなネット 10,000,000,000円

ＮＴＴドコモ ケータイ払いサービス 毎月10,000円

・au利用期間が3ヶ月未満
毎月5,000円

・au利用期間が3ヶ月以上
20歳未満　　毎月10,000円
20歳以上　　毎月30,000円

※法人は加入期間にかかわらず、
毎月30,000円

・契約期間が満3ヶ月未満
利用不可

・契約期間が満3ヶ月～満3年未満
満20歳未満 　毎月10,000円
満20歳以上 　毎月30,000円

・契約期間が満3年以上
満20歳未満 　毎月10,000円
満20歳以上　　毎月50,000円

東日本電信電話 料金回収（請求・収納）代行サービス 上限なし

イプシロン ネット銀行決済 500,000円

ヤフー Yahoo!ウォレット 上限なし

ヤマトフィナンシャル 宅急便コレクト 300,000円

佐川フィナンシャル e-コレクト 上限なし

日通商事 ペリカン集金サービス 300,000円

郵便事業（日本郵便） 代金引換、代金引換まとめ送金 2,000,000円

イーコンテクスト 物流サービス 100,000円

イオンクレジットサービス イオンレジオークション 300,000円

ヤフー＋ジャパンネット銀行 受け取り後決済サービス 300,000円

ペイジェント モバペイ 300,000円

ヤマト運輸 オークション宅急便
（イーバンク銀行引落）300,000円

（代金引換）250,000円
（クレジットカード決済）30,000円
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１．条文

○銀行法（昭和五十六年法律第五十九号）（抄）

（定義等）

第二条 （略）

２ この法律において「銀行業」とは、次に掲げる行為のいずれかを行う営業をいう。

一 預金又は定期積金の受入れと資金の貸付け又は手形の割引とを併せ行うこと。

二 為替取引を行うこと。

第三条 預金又は定期積金等の受入れ（前条第二項第一号に掲げる行為に該当するものを除く。）を行う営
業は、銀行業とみなして、この法律を適用する。

（営業の免許）

第四条 銀行業は、内閣総理大臣の免許を受けた者でなければ、営むことができない。

（略）

２．最高裁第三小法廷平１３・３・１２決定要旨

（裁判長裁判官金谷利廣 裁判官千種秀夫 裁判官元原利文 裁判官奥田昌道）

「銀行法２条２項２号は、それを行う営業が銀行業に当たる行為の一つとして『為替取引を行うこと』を

掲げているところ、同号にいう『為替取引を行うこと』とは、顧客から、隔地者間で直接現金を輸送せずに

資金を移動する仕組みを利用して資金を移動することを内容とする依頼を受けて、これを引き受けること、

又はこれを引き受けて遂行することをいうと解するのが相当である。」
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銀行を利用した資金移動

（銀行振込）

支払人 受取人

銀　行

①支払 ②入金

債権債務関係等

（代金取立）

支払人 受取人

銀　行

③支払 ④入金

債権債務関係

①取立依頼②取立
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資金移動サービスを利用した資金移動

支払人 受取人

資金移動業者

①支払 ②入金

債権債務関係等
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収納代行サービスを利用した資金移動

支払人
受取人

（債権者）

②支払

①商品・役務

債権債務関係

（収納代行を利用）

支払人
受取人

（債権者）

収納代行業者

②支払 ③入金

①商品・役務

債権債務関係
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代金引換サービスを利用した資金移動

支払人
受取人

（債権者）

②支払

①商品・役務

債権債務関係

（代金引換を利用）

支払人
受取人

（債権者）

代金引換業者
（宅配業者）

②支払 ③入金
①商品

債権債務関係
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